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周知 の ようにわが国 では,長 期間 にわた る不況 や,円 高 による競争の激化,あ るい は価格破壊 な
ど,さ まざまな要因によって,従 来,拡 大基調 を続 けてきた情報 システムへの投資 は現在抑制 されて
いる。 こうした状況の中で近年,情 報 システムのダウンサイジングやア ウ トソーシング,あ るいは企
業全体 の リエ ンジニ ア リング(BPR)な どの問題が活発 に議論 され てい る。 その議論の背景 には,
巨額 で,し か も増大 し続 ける情報 システム投資に対する経営者側 の不安やい らだちといった危機感 が
存在 する。 その原因の1つ として,情 報 システム投資に対する適切な測定 ・評価方法が確立 されてい
ないか らで ある と考 えられ る。
こうした状況 を解決 するための1つ の方法 として,情 報 システムへの投資効果の測定 ・評価に間接
的 に役 立 つ チ ャ ー ジ バ ッ ク ・シ ス テ ム(chargebacksystems)があ げ ら れ る。 チ ャ ー ジ バ ッ ク ・シ
ステム とは,企 業の情報 システム部門 における情報 システムの開発や運用な どの用役提供活動 に伴 っ
て発生 するコス トを利用部門に賦課す るシステムであるω。 このようなチ ャー ジバ ック ・システム を
め ぐる問題 は,端 的にいえば巨額 な情報 システム関連の コス トを どの ような基準で利用部門に適正 に
賦課 するか という問題である。 とりわ け,企 業 が事業部制組織の形態を とる場合,そ の基準の適否 を
め ぐってさまざまな問題 が生 じている。
本稿 は,上 述の ような問題意識 から,事 業部制組織 におけるチャー ジバ ック ・システムの特質 と課




11事 業部制組織 とチャージバ ック ・システム
1事 業部制組織の特徴
事業部制組織の特徴 は,機 能別 ない し職能別組織 と比 較 した場 合,次 のよ うな特 徴があ る 〔2〕
〔25〕〔26〕。 すなわち,第1に,製 品別あ るいは地域別 に分割 された自立 した事業部 か ら構成 されて
い る。各事業部 は,機 能別 に部門化 された 自己充足的な単位 となる。第2に,各 事 業部 は,担 当す る
事業 に関 して大幅 な権 限 と責任が委譲 され,あ たか も本社か ら独立 した会社 の ように行動す ることが
で き る。 第3に,そ こで は独 立 採 算制 が とられ,各 事 業部 は プ ロ フ ィッ ト ・セ ン ター としての機 能 を
もっている。 この点に関 して,ア メ リカで は,多 角化 した製品 を効果的 に管理 するために事業部制 が
採 用 され る傾 向が あ るが,わ が 国 で は,プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ンター と しての メ リ ッ トを生 か す た め に導





,ま た資源配分や業務 の管理 が容易 になる,② 各事業部 でイニシアテ ィブや機動性 が発揮され,組
織全体 に活力が生 まれ る,③ 意思決定の負担が分散 され るため,本 部の トップ ・マネジメ ン トは全社
的な戦略的計画 によ りいっそう時間 とエネルギーを費やす ことができる,④ 各事業部長 は当該事業部
の総合的な視 点か ら意思決定 を行 うことがで きるので,ト ップ ・マネジメン トにな るための訓練 を積
む こ とが可 能 にな る,⑤ 各 事 業部 は コス ト ・セ ンター に と どま らず,プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ンター あ るい
はイ ンベ ス トメ ン ト ・セ ンタ ー どして 機能 す るた め,コ ス ト ・セ ンター と しての み機 能 す る場 合 に比
べて,よ り高 い従業員 の動機づけが可能 にな る,な どがある。
しか しその半面,次 のような欠点 もあげ られる。① 当該事業部だけの利益 を優先 しが ちにな り,部
分的な利益の極大化現象が生じる,②長期的な利益よりも短期的な利益の追求が先行し,例えば研究
開発 などのような長期間を要す る業務 活動が軽視 され る,③ 各事業部 に同種のスタ ッフや設備 をかか
えるため,資 源の重複が生 じる,④ 事業部 間にまたが る専門職相互 のコミュニケーシ ョンが阻害 され
る 。
事業部制組織 は この ような特徴 をもっているが,以 下で は,こ うした特徴 をふ まえてチャージバ ッ
ク ・シス テ ム につ い て考i察す る。
2情 報 システムの発展段階仮説 とチ ャージバ ック ・システム
従来の研究 で,チ ャー ジバ ック ・システムは情報 システムの発展段階 によってその役割が異 なって
くる こ とが明 らか に され て い る。.例えば,ノ ラ ン(R.LNolan)は 情 報 シ ステ ム の発 展段 階仮 説 と
して 当初,発 展段 階 を段 階1の 創始 期(initiation),段階IIの普 及 期(contagion),段階mの 統 制期
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(control),段階[Vの 統 合 期(integration)の4段階 に 区 分 した 〔18〕。 そ の 後,彼 は段 階Vの デ ー タ
管理 期(d就aadministration)と段 階V1の成 熟 期(maturity)を加 え て6段 階 に細 分 類 し て い る
〔20〕。
ノランによる情報 システムの発展段階仮説 を考察 するまえに,図 一1の 情報 システム ・コス トの増
加に関する発展段階 についてみてお きたい 〔5〕。 この図 はあえて説 明するまで もないが,情 報 シス
テムの 発展段 階 が 高 くな れ ばな るほ ど,情 報 システ ム ・コス トも増 大 して い くこ とを示 して い る。 つ
まり,情 報 シス テムの機 能 や サー ビス ・レベ ルが 高 くなれ ばな るほ ど,情 報 システ ム関連 の コス トも
それに つれ て高 くな って い くとい う こ とで あ る。
さて,ノ ラ ン は, 組織 における情 報システムの成長 プロセスを示 す4つ の変数 と情報 システムの予
算規模 にもとづ いて,情報 システムの発展段階を上記の4段 階 に分類 している。図一2に よれば,成
長プ ロセ スを示 す4っ の変 数 とは,① アプ リケー シ ョン ・ポ ー トフ ォ リオの構 築,②i吉報 シス テ ム部
門の役割,③ 情報システムの計画設定 とコン トロールの構築,④ 利用部門の意識の変化,で あ る。
さらに,彼 は情報 システムの各発展段階に対応 したチャー ジバ ック ・'システムの特徴 を明 らかにす
るため, 4つの チャー ジバ ック ・システムの評価基準,す なわ ち①理解可能性,② 管理可能性,③ 責
任,④ コス ト/ベ ネ フ ィ ッ トの範 囲,を 用 いて い る。 この関係 を示 した もの が,図 丁3で あ る。
段階1の 創始期で は,情 報 システム ・コス トは間接費 として処理 され る ことが多 く,配 賦 され な
い。段階Hの 普及期で は,情 報 システム部門への支 出も増大 し,管 理の必要性が認識 され始め る。段
陶llの統制期で は,情報 システム ・コス トはさらに増大 してコン トロールの必要性が強 く認識され る
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図 一3 情報 システムの発展段階 とチャージバ ック ・システム
.
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出所 :Ndan,R.L,oρ. 6∫'・.P・35・
トは増加 するもの の増加率 は低減 し,情報 システム ・コス トの管理 は多様 化 し始める。 この段階 にな
ると,情 報 システムに関 する重要な問題 点は量的な ものか ら質的 な ものに変化 し,情報資源のいっそ
うの効率的な活用が要求されて くる 〔10〕。
な お,チ ャー ジ バ ッ ク ・シス テム の評 価 基 準 に関 して,ク イ ンラ ン(T.A.Quhlla11)は,次の よ
うなllの基準 を列挙 している 〔21〕。
①公平:性,②反復性,③ 正確性,④ 理解可能性,⑤ 管理可能 性,⑥ 経済 性,⑦ 有意性,⑧ 予測性,
⑨操作性,⑩ 適切性, ⑪適時性。 一
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図 一4 情報 システムにおけるコス ト・ベ ネ フ ィッ トの測 定 とチ ャ ージバ ッ ク ・シ ステ ム
企業目的の
明確化
情報 システム 実行された ベ ネ フ ィ ッ トと
の特定化 システム コス トの追跡
ベ ネ フ ィ ッ ト
の数量化
原価情報 チ ャ～ ジバ ツク・シス テム
出所: Bacon,C.J.,``「㌧VhyCon}pan{esInvestinInformationTeclmo置09y,"inW川cocks ,1.
"01～痂 〃θ卿 ♪～6〃'' T,ノ'{～E〃01〃8!'o済～`～1'ノ,ぴ～)f'3)～ご～t o〃5)s'ε3,薦、1〃6s'〃～eats,」し011don=Chapn】an&Hall,
1994,P.as.
こ こで は, 紙幅の関係で説明を割愛す る。
Illチ ャrジ バ ック ・シ ステ ム の 機 能 と タ イ プ
チ ャー ジバ ック ● システ ム は,事業部制組織の形態をとる企業で利用される場合,内部振替価格と
類似 した機能 をもっている。す なわ ち, 内部振替価格は事業部間の生産物の振替に適用される価格で
あるが, それは事業部 における資源 や設備 などの有効利用の結果 として現れ る業績測定尺度 としての
利益額や利益率に大 きな影響 を与 える。つ ま り, 内部振替価格の適用によって事業部の業績測定が適
切 に行 われ る とと もに,事業部の業績達成に多少とも影響 を与えるのである。チ ャ ー ジバ ッ ク ・シ ス
テムはこれ と似た機能が認 められ ることから,事業部における情報資源の有効活用 を促進する,い わ
ぱ間接的な業績測定 システムとして位置づけることができるのである。図 一4は,こ う した 間接 的 な
業績測定 システム と考えられ るチ ャージバ ック ・ジステムが,情 報 システムの実行 の結果 としてコス
トとベネ フ ィ ッ トの測 定 に どの よ うに関係 して い るか を現 わ して い る 〔3〕 。
さ て, 次 にチ ャー ジバ ック ・シス テ ムの タイ プ と機 能 につ いて み る ことに しよ う 〔23〕〔24〕。
1 組織構造と情報システム部門
ω 補助部門方式……この方式では,情報 システム部門の予算は,企業の一・般間接費に吸収 されるユ
一ザ部門 はサービスを受 けて も費用賦課 され ない。利 点 として は, ①新 しいアプ リケーシ ョンの開
発 を促進でぎる,② 適用が簡単であ り,費用 もかか らない,な どで ある。 しか し,欠.点 として は,
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①情報処理 に対す るマネジメ ン トの態度 に好 ましくない影響 を与 える こともあ りうる,②1青報資源
の コス トと利用に対 して管理 で きる唯一の面 は,情 報 システム予算の上 限だけである,な どがあげ
られ る。
(2}サー ビス部門方式……ユーザ部門 またはユーザ ・プ ロジェク トは,情 報資源の利用 に対 して費用
賦課 される。利点 としては,① 情報資源の利用度に応 じてユーザ部門 に費用 を賦課 することは,よ
り効率的なプログラム を作成 しよ うとする動機づ けをユーザに与 える,② ユーザ部門 は,コ ス ト対
ベ ネフィッ トとい う側面か らみて効率的 なジ ョブのみを実行 させ るよ うにな る,な どが考 え られ
る。他方,欠 点 としては,① ユーザ部門に費用賦課す るためのデータを収集 ・記録することは,補
助部門方式では発生 しなか った費用 を発生 させ る,② この方式は,「富裕 な」部門やプ ロジェク ト
に とって有 利 で あ る,③ ユ ーザ の コス ト ・セ ン ター として組 織 を切 断 す る こ とにな る,④ ユー ザ に
費用賦課する効果的 な方法を選択 することが困難 な こと,な どがあげられる。
(3)プ ロ フィ ッ ト ・セ ンター方 式 … … ユー ザ は,提 供 され る情 報 処 理 サ ー ビスに つい て,市 場 相 場 で
費用賦課 さ.れる。利点 としては,① 費用 を超過 した 「利益」 とい う'余剰部分を情報 システム部門 に
もた らして くれる,② 情報 システム部門の管理 者は,市 場価格 と均衡するよ うにその コス トを維持
せざるをえない,③ 情報 システム部門の管理者 は,競 争 に負 けないた めにユーザのニーズを常 に認
・ 識 せざるをえない,な どがある。…方,欠 点 としては,① 情報 システム部 門は,利 益 をあげ るため
に,組 織 に とって価値 があ るとい う理 由よ りも,「良い価格」 を もた らす という理 山で ジ ョブを受
け入れ るようになる,② もしユーザが過大に費用賦課 され るよ うな ことになれば,他 の目的のため
に残 され る予算が少 な くなって しまう,な どがあげ られる。
チ ャー ジバ ック ・システ ム は,上 記 の3つ の 方式 に分 類 で きるが,こ こで 図 一5に 示 した情報 シ ス
テ ムの利 用 とサ ー ビス ・レベル との トレー ドオ フの関 係 に つい て若 干 み てお くこ とに しよ う。 この図
は, 情報 システムの コス トと利 用がサー ビス ・レベル との関係で満足(容 認)で きるものであるか ど
うかを説明 している。 つま り,情報 システムの コス トと利用 は,情 報処理サー ビスのレベルすなわち





上述の3つ の処理方式 のうち,② のサー ビス部門方式 を採用す る場合に以下の配分方法が適用 され
総原価法……情報 システム ・コス トの全要素 を含 む費用賦課率を使用 し,総 原価 を完全 に回収す
る ことを確実 にす るために比較的頻 繁 に計算 され る。 そのよ うに決定 された標準的 な費用賦課 率
に,ユ ーザの活動量 を示す何 らかの単位基準 を乗 じる。利点 としては,提 供 されるサー ビスの全費
用 を反映するので,プ ロジェク トの原価計算,費 用 の便益分析,プ ロジェク トの効率の評価な どに
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図 一5情 報 システムの利用 とサー ビス ・レベル との トレー ドオフ
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出所 :Cooke,J.E.andD.H、Drury,θ μc".,p .102.
対 して, きわ めてす ぐれた数量的情報 を提供 して くれ る,こ とである。そ れ に対 し,欠 点 と.して
は,① 費用賦課額 は,需 要の変動 を反映 して しばしば変動する,② 情報資源をあまり使用 しな くな
る傾向がある, な どで あ る。
(2}標準原価法 ……利用単位当 りの標準原価 をユーザに賦課す る。利点 として は, ①期首に費用賦課
率 を設定 し, それを変更 しないこ とによって,情 報 システム部門の管理者 は費用 を標 準に維持す る
こ とが で き る, ②実際 と標準 との差異 は,情 報 システム部門 の効率性 を評価す るた めに使 用で き
る,③ 変動 しない費用賦課率 は,総 原価法でみ られた ような2つ の欠点 はな い,な どがあげ られ
る。 しか し, 欠点 としては,① 標準賦課 率は,費 用賦課額が検討 され る期末になるまでシステムの
変化 を反映 しない,② 情報 システムに対 するユーザの要求が,情 報 システム部門の能力を上回るこ
とが ある,③ 標準原価の基準を選択することは困難である,な どが考 えられ る。





費用の配分基準 としては,① 単一要素基準,.と②異な ったアプ リケー ションには異 なった基準 を使
駕する方法, とが あ り,そ れ ぞれ一 長 一短 を有 して い る。
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lVチ ャ ー ジバ ッ ク ・シ ス テ ム の 課題
チャージバ ック ・システムの課題 に関する論点 はさまざまな ものが考 えられ るけれ ども,本 稿では
次 の3つ に ま とめ る ことにす る 〔10〕。 一
(1)組織 環:境に適 合 した チ ャー ジバ ッ ク ・シス テム の選択
② 情 報 ネ ッ トワー ク化 の 進展 や エ ン ドユ ー ザ ・コ ン ピュー テ ィ ング の 進 展 に よ る チ ャー ジバ ッ
ク ・システムの重要性の低下(計 算の複雑化 および困難化)
(3)ソフ トウ ェア ・コス トの増 大 に伴 うチ ャー ジバ ック ・シス テムの 変容
(1》に関 して,実 際には組織環境 に最適なチ ャージバ ック ・システムの選択 を行 うことはきわめて難
しい。 とりわ けテ ロ フィ ッ ト ・セ ン ター と して の事 業部 制組 織 にお い てチ ャー ジバ ック ・シス テム を
実施 する場合,組 織 内の情報 システム部門は外部 の競争相手,例 えば電信電話会社 やソフ トウェア ・
ハ ウスな どの情報サービスを提供す る会社 と競 合す ることになる。そのため,組 織内の情 報 システム
'部 門の能 力 に よって は
,外 注 す なわ ち ア ウ トソー シ ン グ とい う形 を とる こ とに よっ て,チ ャー ジバ ッ
ク ・システムは実施 する必要性 がな くなって しまうのである。
② につ い て,近 年 に お ける急速 な情 報 ネ ッ トワー ク化 の進 展 やエ ン ドユ ーザ ・コ ン ピ ュー テ ィング
の進 展 に よって,チ ャー ジバ ック ・シス テム は コス トの計 算 面 で複雑 化 な い し困難 化 して きて い る。
情報 ネ ッ トワー ク化 の進展に関 しては,公 衆回線 や専用同線 を用 いて構築 されている段階であれ ば,
各ユーザが利用 した コス トを正確に計算 してチャージバ ックする ことが可能である。 しか し,高 速 デ
ィ ジタル 回線 やISI)N,あるい はLANな どに よ りネ ッ トワー ク ・シス テ ムが 構築 され る よ うにな る
と,ユ ー ザ を特 定 して正 確 にチ ャー ジバ ッ クす る こ とは現 実 で は不可 能 にな って くる。 他 方,エ ン ド
ユー ザ ・コン ピュー テ ィ ングの進 展 は,情 報 システ ム部 門が情 報 シス テム ・コス トを一元 的 に管理 す
る こ とを不 可 能 に して い る。 エ ン ドユー ザ ・コン ピュー テ ィング にお いて は,ユ ー ザ部門 が 主体 的 に
それぞれのシステム を開発 し,運 用 ・保守 してい くわ けであるか ら,組 織全体で どの くらいの情報シ
ステム ・コス トが発生 しているかを情報 システム部門 はしだいに把握 できな くなってきてい る。
(3)の論点 につ い て,現 在 で は情 報 シス テム ・コス トの うちで ソフ トウ ェア ・コス トの 占め る割 合 が
ハー ドウ ェア ・コス トに対 して圧 倒 的 に高 くな って い るので,チ ャー ジバ ック ・シ ステ ム に関 す る考





以 上の よ うに,わ れわ れ はチ ャー ジバ ック ・シス テム の特 質 と課題 につ い て考 察 を行 って きた 。 チ
ャー ジバ ッ ク ・システ ム につ いて考 察 す る場 合,さ ま ざ まな観 点 か ら検 討 す る こ とが で きるが,本 稿
では,と りわけ情報 システムの投資効果の測定 ・評価の視点か ら検討を行 う必要が あることを指摘 し
た 。
すなわち,ま ず第1に,チ ャー ジバ ック ・システムが情報 システムの投資効果の測定 ・評価 に役立
っためには,チ ャージバ ック ・システムに どのような機能が要求 され,ま た,事 業部制組織の分権化
の程度 に応 じて どの ようなタイプに分類 されるべ きなのか,と い う点の検討が必要である。
第2に,こ れ までの 研究 にお い て,チ ャー ジバ ック ・システム は情 報 シス テム の発 展段 階 に よっ て
その役割 が異なって くることが明 らかにされている。 そうした情報 システムの発展段階が,チ ャージ
バ ック ・システムの特徴やタイプの分類 にどの ような影響を与 えるかについて考察すべ きであ る。
現実 の企業 においては,増 大す る情報 システム ・コス トをどの ようにして削減ないし管理 するかが
}
きわ め て重大 か つ緊急 な問題 とな ってい る。 もち ろん,チ ャー ジバ ック ・シス テム だ けで これ らの問
題 を解決で きるわけではないが,企 業に適合 したチャージバ ック ・システムを有効 に活用することが
できるならば,そ れ らの山積 した難問の解決の一翼 を担 うことがで きるのである。換言すれば,チ ャ
ージバ ック ・システムは,情 報 システムの投資効 果の測定 ・評価 に間接的に役立つ ことが句能 なので
ある。 な お,残 され た 多 くの課 題 に つい て は,他 日を期 した い と考 えてい る。
注.(1)チ ャ ー ジバ ック ・シス テム の 用語 は,チ ャー ジア ウ ト ・シス テ ム(chargeoutsystem),あるい は
課 金 システム とも呼 ばれている。
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